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（別紙） 

令 和 ５ 年 度 小 笠 原 村 

浄 化 槽 事 業 特 別 会 計 予 算 

予 算 総 則 

 

 

 

令和５年度小笠原村浄化槽事業特別会計予算は、次に定めるところによる。 

 

（歳入歳出予算の総額及び区分） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ 28,106 千円 と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出

予算」による。  

 

（地方債） 

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３０条第１項の規定によ

り起こすことができる地方債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の

方法は、「第２表 地方債」による。 

 

 

令和５年３月９日提出 

 

小笠原村長 渋 谷 正 昭 

 

 

  



第１表  歳入歳出予算
歳  入 （単位：千円）

款 項 金 額

歳 入 合 計

 1. 分 担 金 及 負 担 金 1

 1. 負 担 金 1

 2. 使 用 料 及 手 数 料 4,869

 1. 使 用 料 4,851

 2. 手 数 料 18

 3. 国 庫 支 出 金 4,500

 1. 国 庫 補 助 金 4,500

 4. 都 支 出 金 438

 1. 都 補 助 金 438

 5. 繰 入 金 12,996

 1. 繰 入 金 12,996

 6. 繰 越 金 1

 1. 繰 越 金 1

 7. 諸 収 入 1

 2. 雑 入 1

 8. 村 債 5,300

 1. 村 債 5,300

28,106



歳  出 （単位：千円）

款 項 金 額

歳 出 合 計

01. 総 務 費 12,686

01. 総 務 管 理 費 12,686

02. 建 設 改 良 費 9,000

01. 建 設 改 良 費 9,000

03. 公 債 費 4,982

01. 公 債 費 4,982

04. 諸 支 出 金 438

01. 繰 出 金 438

05. 予 備 費 1,000

01. 予 備 費 1,000

28,106



第２表　地　方　債

番号 起債の目的 起債の限度額
千円

1 浄化槽整備債 4,000

2 公営企業会計適用債 1,300

合　　　計 5,300

起債の方法

証書借入れにより政府その他より起債する。

本債の起債時期が適当でないときは、本債

にかわる村債を起こすこともある。

利率 年４．０％以内

（ただし、利率見直し方式で借り入れる資金

について、利率見直しを行った後において

は、当該見直し後の利率）

償還の方法

政府、東京都、その他の金融機関につい

て、その融資条件による。

その他

事業執行状況その他の都合により起債額

の全部又は一部を翌年度に繰延起債するこ

ともある。
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歳入歳出予算総括表

第１　歳入歳出予算

（１）歳  入 （単位：千円）

款 比 較前 年 度 予 算 額本 年 度 予 算 額

 1.

 2.

 3.

 4.

 5.

 6.

 7.

 8.

分 担 金 及 負 担 金

使 用 料 及 手 数 料

国 庫 支 出 金

都 支 出 金

繰 入 金

繰 越 金

諸 収 入

村 債

1

4,869

4,500

438

12,996

1

1

5,300

28,106

1

4,768

1,875

206

12,140

1

1

2,600

21,592

0

101

2,625

232

856

0

0

2,700

6,514歳 入 合 計



（２）歳  出

款

地 方 債 そ の 他

特 定 財 源

（単位：千円）

国都支出金

比 較本 年 度 前 年 度

本 年 度 の 財 源 内 訳

 1.

 2.

 3.

 4.

 5.

総 務 費

建 設 改 良 費

公 債 費

諸 支 出 金

予 備 費

12,686

9,000

4,982

438

1,000

28,106

11,926

3,750

4,710

206

1,000

21,592

760

5,250

272

232

0

6,514

4,500

438

4,938

1,300

4,000

5,300

11,386

500

4,982

1,000

17,868 0歳 出 合 計

一般財源



















浄化槽事業特別会計

１．　一　般　職　
（１）　総　括

合計 備考

2,308 1,471 3,779 798 4,577 負担金　124

児 童 手 当
特 殊 作 業
手 当

合 計

0
職員手当等
の 内 訳

区 分 扶 養 手 当
超 過 勤 務

手 当
期 末 手 当 勤 勉 手 当

比 較 0 101 12 90 0 △ 12 191

＊上記給与費を下水道事業特別会計と分担し計上

浄化槽事業特別会計計上額 給料 職員手当等 計 共済費

12 5,695

本 年 度 240 1,842 1,944 1,620 240

131 376

5,886

前 年 度 240 1,741 1,932 1,530 240

比 較 0 0 54 191 245

本 年 度 2 9,233 5,886 15,119

前 年 度 2 9,179 5,695 14,874 17,937
(406)

3,194 18,313

報 酬 給 料 職員手当等 計

負担金
 497

3,063

第2　給　与　費　明　細　書

（単位：千円）

区 分

職 員 数 給 与 費

共 済 費 合 計 備 考

（ 人 ）



浄化槽事業特別会計

（２）給料及び職員手当等の増減額の明細

1．

2．

1 月 人

人

人

人

1．

勤勉手当 90

児童手当 0

期末手当 12

特殊作業手当 △ 12

2．その他の増減分 191 扶養手当 0

超過勤務手当 101

職員手当等 191 制度改正に伴
う増減分

0

3．その他の増減分 0 職員の異動状況

本年度 2

前年度 2

普通昇給に伴
う増減分

54
普通昇給に伴う経費（前年度
比）

昇給別職員数

昇給期 職員数

1

延伸 0

給 料 54 給与改定に伴
う増減分

0 5年度給与改定に伴う経費

（単位：千円）

区 分 増 減 額 増 減 額 の 増 減 事 由 別 内 訳 説 明 備 考



浄化槽事業特別会計

（３）給料及び職員手当の状況
　ア　職員１人当たり給与 イ　初任給

　ウ　等級別職員数

（級別の標準的な職務内容）

エ　昇　給

1級 0 0.0

令和4年1月1日現在

5級

2級 0 0.0

計 2 100.0

0 0.0

係長及び主査の職務又はこれに相当する職務

3級 0

計 2 100.0

2級
令和5年1月1日現在

5級 0 0.0 4級 課長補佐の職務又はこれに相当する職務

4級 2 100.0 3級

区 分 級
一 般 行 政 職 区 分 職 務 内 容

職 員 数 構 成 比

一
般
行
政
職

5級 課長の職務又はこれに相当する職務

平 均 年 齢 54 短 大 卒 167,100 167,100

（単位：人、％）

一般行政職 一般行政職

平均給与月額 403,941 高 校 卒 154,600 154,600

（単位：円、歳） （単位：円）

区 分 一般行政職
区 分

小 笠 原 村 国

令和5年1月1日現在

平均給料月額 376,100

令和4年1月1日現在

平均給料月額 373,800 大 学 卒 185,200 185,200

平均給与月額 526,249

平 均 年 齢 53

0 0.0 1級 定型的な業務を行う職務

1級 0 0.0

（A） (人） 2 2

0.0 2級 主任の職務又はこれに相当する職務

100.0
区 分 合 計

職 種

3級 0 0.0 一 般 行 政 職

4級 2

6号給 (人） 0 0

(人） 1 1

(人） 0 0

4号給 (人） 0 0

昇給に係る職員数 （B) (人） 1 1本
　
　
年
　
　
度

職 員 数

号給別別内訳

2号給

8号給

2号給 (人） 0 0

4号給 (人） 1 1

前
　
　
年
　
　
度

職 員 数 （A） (人） 2 2

昇給に係る職員数 （B) (人） 2

比　　率　（B)　／　（A) （％） 100.0 100.0

比　　率　（B)　／　（A) （％） 50.0 50.0

2

号給別別内訳
6号給 (人） 1 1

8号給 (人） 0 0



浄化槽事業特別会計

　オ　期末手当・勤勉手当

　カ　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当（令和5年1月1日現在）
（単位：月）

　キ　地域手当（令和5年4月1日現在） 　ク　特殊勤務手当

　ケ　その他の手当

（単位：月）

区 分
支 給 月 支給率

（月分）
職 制 上 の 段 階 職 務 の 級 等 に よ る 加 算 措 置 備考

6 月 12 月

前 年 度 2.150 2.150 4.30 有

本 年 度 2.200 2.200 4.40 有

区 分 20 年勤続の者 25年勤続の者 35年勤続の者 最 高 限 度 そ の 他 の 加 算 措 置 等

国 2.200 2.200 4.40 有

43.00
定年前早期退職特例措置

（2～20％加算）

国 の 制 度
（ 支 給 率 ）

24.58688 33.2708 47.71 47.71
定年前早期退職特例措置

（2～20％加算）

支 給 率 20% 給料総額に対する比率 0.00 0.00

備 考

支 給 率 等 23.00 30.50 43.00

（単位：％）

支 給 対 象 地 域 全 域 区 分 全 職 種 一般行政職

0.00

国 の 制 度

地域区分により
代 表 的 な 特 殊
勤 務 手 当 の 名 称

特殊作業手当

20.0～0％

同

支 給 対 象 職 員 数 0人
支給対象職員の比率
（令和5年4月1日現在）

0.00

通 勤 手 当 異
※交通機関利用者

１か月あたりの支給額限度
村　30,000円　　国　55,000円

区 分 国の制度との異同 差 異 の 内 容

扶 養 手 当 同

住 居 手 当



浄化槽事業特別会計

地方債の前前年度末における現在高並びに前年度末及び

当該年度末における現在高に関する調書
（単位：千円）

当 該 年 度 中
起 債 見 込 額

当 該 年 度 中
元 金
償 還 見 込 額

1 普通債 18,215 17,413 2,200 1,925 17,688

2 財源対策債 21,947 20,108 1,800 2,645 19,263

3 公営企業会計適用債 1,800 2,800 1,000 0 3,800

合　　　　　　計 41,962 40,321 5,000 4,570 40,751

当 該 年 度 末
現 在 高
見 込 額

区　　　　　　分
前 前 年 度 末
現 在 高

前 年 度 末
現 在 高
見 込 額

当該年度中増減見込額
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